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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　連結経営指標等

回次
第26期

第４四半期連結累計期間
第26期

第４四半期連結会計期間
第25期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 （千円） 3,322,046 752,622 5,026,907

経常利益又は経常損失（△） （千円） △123,374 11,668 △204,386

四半期（当期）純損失（△） （千円） △109,988 △14,409 △485,106

純資産額 （千円） － 1,519,369 893,216

総資産額 （千円） － 2,705,220 3,640,522

１株当たり純資産額 （円） － 41,533.24 50,090.67

１株当たり四半期

（当期）純損失金額（△）
（円） △3,134.29 △393.90 △27,204.29

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） － 56.1 24.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 219,675 － △1,783,506

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 83,419 － 630,833

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △535,143 － 712,056

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － 182,345 416,286

従業員数 （名） － 95 136

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失である

ため、記載しておりません。

３　第26期は決算期変更により、平成21年４月１日から平成22年７月31日までの16ヶ月の変則決算となっており

ます。また、前年同四半期に係る四半期報告書を作成しておりませんので、前年同四半期の記載は行っており

ません。
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２【事業の内容】

　当第４四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、関係会社についても異動はありません。 

　

　

３【関係会社の状況】

　当第４四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数（名） 95

（注）従業員数は、就業人員であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数（名） 69

（注）従業員数は、就業人員であり、社外からの受入れ出向者を含み、社外へ出向している者は除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　前年同四半期に係る四半期報告書は作成しておりませんので、以下においては、前年同四半期との比較は行っており

ません。　

(1）生産実績

　当第４四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

モバイル＆ワイヤレス事業 525,046 －

デジタルホームネットワーク事業 20,709 －

システム＆サービス事業 8,656 －

合計 554,411 －

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、製造原価によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

　当第４四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

モバイル＆ワイヤレス事業 493,947 － 623,398 －

デジタルホームネットワーク事業 23,205 － 879 －

システム＆サービス事業 9,601 － － －

その他 6,600 － － －

合計 533,354 － 624,277 －

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第４四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

モバイル＆ワイヤレス事業 714,095 －

デジタルホームネットワーク事業 22,326 －

システム＆サービス事業 9,601 －

その他 6,600 －

合計 752,622 －

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第４四半期連結会計期間 　

販売高（千円） 割合（％） 　

株式会社ウィルコム 365,431 48.6 　

株式会社アイ・オー・データ機器 139,700 18.6 　

加賀電子株式会社 88,220 11.7 　

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第４四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第４四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の概況

　当第４四半期連結会計期間における日本経済は、各国政府が打ち出した景気対策の効果などを背景に、輸出の緩や

かな増加や生産における改善の傾向など、少しずつではありますが回復基調の様相を呈してまいりました。しかし

ながら、依然として失業率が高水準で推移し、為替の変動やデフレが依然として進行するなど、先行き不透明な厳し

い状況が継続しました。

　当社グループが属する情報通信関連市場におきましては、第３四半期連結会計期間同様、成熟期を迎える中、各通

信事業者においての携帯電話端末の多様な販売方法が導入、お客様獲得に向けたサービスの向上などにおいても、

競争や差別化が一段と激しさを増しております。

　そのような状況の中、第３四半期連結会計期間は特定の主要取引先の業績不振の影響により、著しく売上高が減少

しましたが、当第４四半期連結会計期間においては、同社との取引も回復基調の兆しを見せ始めたこと、及びその他

の取引先事業者との新規案件獲得などの強化により、売上高は752,622千円となりました。

　営業損益は、引き続き販売費及び一般管理費の削減を実行し、13,444千円の営業利益となりました。 

　経常損益は、支払利息等により、11,668千円の経常利益となりました。

　四半期純損益は、特別利益として貸倒引当金戻入額23,718千円計上したものの、特別損失として違約金損失39,963

千円を計上した結果、四半期純損失14,409千円となりました。 

 

また、当第４四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。

①モバイル＆ワイヤレス事業

　主にPHS通信端末、及び高速無線通信技術のWiMAX並びにHSPA対応データ通信カードの販売が売上に寄与し、売上高

は714,095千円となりました。

②デジタルホームネットワーク事業

　PLC及び有線事業における回線切替装置などのリピートオーダーが売上に寄与し、売上高は22,326千円となりまし

た。

③システム＆サービス事業

　主にサービス事業における保守が売上に寄与し、売上高は9,601千円となりました。

④その他

　売上高は6,600千円となりました。

なお、前年同四半期に係る四半期報告書を作成しておりませんので、前年同四半期との比較は行っておりません。

　

また、当社グループの当第４四半期末における財政状態は、以下のとおりであります。

（資産）

EDINET提出書類

株式会社ネットインデックス(E05702)

四半期報告書

 5/28



　資産の残高は、前連結会計年度末と比較して935,302千円減少し、2,705,220千円となりました。このうち主なもの

は、現金及び預金の減少233,940千円、受取手形及び売掛金の減少267,005千円、たな卸資産の減少388,717千円であ

ります。 

（負債）

　負債の残高は、前連結会計年度末と比較して1,561,454千円減少し、1,185,851千円となりました。このうち主なも

のは、金融機関からの短期借入金の減少1,033,669千円、１年内償還予定の新株予約権付社債の減少252,000千円で

あります。

（純資産） 

　純資産の残高は、第三者割当増資750,000千円、四半期純損失109,988千円により、前連結会計年度末と比較して

626,152千円増加した結果、1,519,369千円となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第４四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高（以下「資金」という。）は、第３四半期連

結会計期間末と比べて228,797千円減少し、182,345千円となりました。

　当第４四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

　なお、前年同四半期に係る四半期報告書を作成しておりませんので、前年同四半期との比較は行っておりません。　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

　営業活動により支出した資金は260,190千円となりました。これは主に、資金の増加要因として仕入債務の増加額

114,562千円があったものの、資金の減少要因として売上債権の増加額382,714千円があったことによります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

　投資活動により支出した資金は8,108千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出3,161千円が

あったことによります。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

　財務活動により取得した資金は39,653千円となりました。これは主に、短期借入金の純増加額40,000千円があった

ことによります。 

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第４四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

当第４四半期連結会計期間においては、グループ全体の研究開発費は発生しておりません。

なお、当第４四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第４四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第４四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。

　また、当第４四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000

計 100,000

　

②【発行済株式】

種類
第４四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 36,582　 36,582　
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

単元株制度は採用

しておりません。

計 36,582　 36,582　 － －

（注）１　提出日現在の発行数には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、発

行された株式数は含まれておりません。

２　第４四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なおジャスダック

証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取

引所は、大阪証券取引所となります。　
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成21年７月13日取締役会決議に基づく新株予約権（第７回）

区分
第４四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数 1,600個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,600株（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 43,800円（注）３

新株予約権の行使期間
自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　 43,800円

資本組入額 21,900円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７

（注）１　新株予約権１個につき目的である株式数は１株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により本新株予約権の目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使または消却されていない本

新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、本新株予約権の目的となる株式の数の調整をすることが適切な場合は、当社は、

合理的な範囲で株式の数の調整をすることができる。なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は切り

捨てる。

３　本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された１株あたり行使価額に各

新株予約権の目的たる株式の数を乗じた金額とする。なお、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

①　当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1 　

分割・併合の比率 　

②　また、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新

株予約権の行使に基づく自己株式の譲渡および株式交換による自己株式の移転の場合を除く）は、

次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額 　

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価 　

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 　

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式

に係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、当社が他社と合

併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、

当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

４　新株予約権の行使条件

①　新株予約権者の相続は認めない。
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②　割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に株式会社ジャスダック証券取引所における

当社普通株式の普通取引終値の１月間（当日を含む直近の20本邦営業日）の平均株価が一度でも権利

行使価額に40％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を、行使

期間の満期日までに行使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの

限りではない。

(a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

(b）当社が法令や取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったことが判

明した場合

(c）当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事

情に大きな変更が生じた場合

(d）その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

５　本新株予約権の取得条項

①　当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社とな

る会社分割についての分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分割の場

合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき、株主総会の決議がなされたとき

は、当社は本新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、上記「４　新株予約権の行使条件」に定める規定により本新株予約

権の行使ができなくなった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

③　新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することがで

きる。

６　譲渡による新株予約権の取得の制限

当社取締役会の承認を要する。

７　組織再編行為時の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に募集新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記２に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記「③　新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数」に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式

の数を乗じた額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日か

ら新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権と同様とする。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

本新株予約権と同様とする。

⑧　その他新株予約権の行使の条件

上記「４　新株予約権の行使条件」に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由及び条件

上記「５　本新株予約権の取得条項」に準じて決定する。

⑩　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 36,582 － 974,675 － 834,865

　

（５）【大株主の状況】

平成22年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社インデックス・ホールディ

ングス
東京都世田谷区太子堂４丁目１―１ 29,438 80.47

エフェットホールディング株式会社
東京都千代田区四番町８－６パークハ

ウス1701
1,467 4.01

ネットインデックス従業員持株会
東京都世田谷区太子堂４丁目１―１

キャロットタワー16Ｆ
540 1.47

株式会社ソリトンシステムズ 東京都新宿区新宿２丁目４―３ 400 1.09

鵜野 正康 東京都文京区 202 0.55

中央グリーン開発株式会社 埼玉県越谷市南越谷１丁目2905―３ 200 0.54

野村證券株式会社　野村ジョイ 東京都港区港南２丁目15番１号　 177 0.48

田中 芳邦 埼玉県上尾市 168 0.45

東神電気株式会社 大阪市淀川区新高１丁目３－８ 138 0.37

計 － 32,730 　　　　89.47

（注）大株主の状況については、当事業年度より決算期を３月31日から７月31日に変更したため、直前の基準日である平

成22年１月31日現在の株主名簿により記載しております。 

　

（６）【議決権の状況】

　「議決権の状況」については、当事業年度より決算期を３月31日から７月31日に変更したため、直前の基準日

である平成22年１月31日現在の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

　 平成22年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　36,582 36,582　 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 36,582　 － －

総株主の議決権 － 36,582　 －
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②【自己株式等】

　 平成22年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － 　－ 　－ 　－ 　－

計 － 　－ 　－ 　－ 　－

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

平成22年
１月

　
２月

　
３月

最高（円） 42,30047,00057,00045,60044,40040,50038,450　 35,000　 33,000　 38,000　 32,100　 29,900　

最低（円） 34,60034,20042,80037,20038,00033,10028,270　 28,000　 28,400　 29,200　 26,000　 24,250　

（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

　

３【役員の状況】

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役
常務執行役員 
ＳＣＭ本部本部長 
兼業務管理本部本部長

石川　達也 平成21年７月31日

　

(2）役職の異動

役員の氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

落合　善美 取締役会長 代表取締役会長 平成21年９月29日

田中　芳邦 代表取締役社長 代表取締役執行役員社長 平成22年４月１日

野村　淑智 取締役経営企画本部本部長 　
取締役執行役員

経営企画本部本部長 
平成22年４月１日
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　当社は、平成21年６月26日開催の第25期定時株主総会において、定款の変更を決議し、決算期を３月31日から７月31

日に変更しました。これに伴い、当連結会計年度は、平成21年４月１日から平成22年７月31日までの16ヶ月間となって

おります。

　また、当社は、前年同四半期に係る四半期報告書を作成しておりませんので、前年同四半期に係る四半期連結財務諸

表は記載しておりません。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第４四半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで)及び当第４四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、清和監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第４四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 182,345 416,286

受取手形及び売掛金 798,173 1,065,179

製品 19,009 49,443

原材料 341,621 363,757

仕掛品 234,956 571,104

その他 47,965 144,467

貸倒引当金 － △3,000

流動資産合計 1,624,073 2,607,239

固定資産

有形固定資産 ※1
 261,922

※1
 316,197

無形固定資産 324,737 158,966

投資その他の資産

長期貸付金 400,000 400,000

その他 117,990 185,573

貸倒引当金 △23,503 △27,453

投資その他の資産合計 494,487 558,119

固定資産合計 1,081,147 1,033,283

資産合計 2,705,220 3,640,522

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 279,842 398,763

短期借入金 709,200 1,742,869

1年内償還予定の新株予約権付社債 － 252,000

未払法人税等 11,427 35,673

賞与引当金 － 3,804

その他 158,288 240,609

流動負債合計 1,158,759 2,673,719

固定負債

退職給付引当金 20,945 13,958

役員退職慰労引当金 － 59,627

その他 6,147 －

固定負債合計 27,092 73,586

負債合計 1,185,851 2,747,305
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(単位：千円)

当第４四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 974,675 599,675

資本剰余金 834,865 459,865

利益剰余金 △276,734 △166,323

株主資本合計 1,532,805 893,216

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △15,000 －

評価・換算差額等合計 △15,000 －

新株予約権 1,563 －

純資産合計 1,519,369 893,216

負債純資産合計 2,705,220 3,640,522
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第４四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第４四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 3,322,046

売上原価 2,657,369

売上総利益 664,676

販売費及び一般管理費 ※1
 717,116

営業損失（△） △52,440

営業外収益

受取利息 13,091

還付消費税等 9,732

その他 5,461

営業外収益合計 28,285

営業外費用

支払利息 33,621

為替差損 11,121

長期為替予約評価損 8,089

支払家賃 26,696

その他 19,690

営業外費用合計 99,219

経常損失（△） △123,374

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,764

投資有価証券売却益 1,082

関係会社株式売却益 152,114

役員退職慰労引当金戻入額 33,849

特別利益合計 192,810

特別損失

事務所移転費用 ※2
 57,451

製品自主回収関連費用 ※3
 39,258

リース解約損 6,151

違約金損失 39,963

特別損失合計 142,824

税金等調整前四半期純損失（△） △73,388

法人税、住民税及び事業税 30,520

法人税等調整額 6,080

法人税等合計 36,600

四半期純損失（△） △109,988
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【第４四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第４四半期連結会計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 752,622

売上原価 566,305

売上総利益 186,316

販売費及び一般管理費 ※1
 172,872

営業利益 13,444

営業外収益

受取利息 3,089

長期為替予約評価益 5,508

その他 864

営業外収益合計 9,461

営業外費用

支払利息 7,574

為替差損 3,662

営業外費用合計 11,237

経常利益 11,668

特別利益

貸倒引当金戻入額 23,718

特別利益合計 23,718

特別損失

違約金損失 39,963

特別損失合計 39,963

税金等調整前四半期純損失（△） △4,576

法人税、住民税及び事業税 3,752

法人税等調整額 6,080

法人税等合計 9,832

四半期純損失（△） △14,409
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第４四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △73,388

減価償却費 97,785

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,950

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,893

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,986

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △59,627

受取利息及び受取配当金 △13,091

支払利息 33,621

為替差損益（△は益） 1,891

長期為替予約評価損益（△は益） 8,089

有形固定資産除却損 27,627

投資有価証券売却損益（△は益） △1,082

関係会社株式売却損益（△は益） △152,114

売上債権の増減額（△は増加） 291,320

たな卸資産の増減額（△は増加） 384,201

仕入債務の増減額（△は減少） △115,476

未払消費税等の増減額（△は減少） 31,247

その他 △185,285

小計 277,648

利息及び配当金の受取額 12,906

利息の支払額 △37,132

法人税等の支払額 △34,653

法人税等の還付額 906

営業活動によるキャッシュ・フロー 219,675

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15,676

投資有価証券の取得による支出 △80,000

投資有価証券の売却による収入 1,082

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

121,796

貸付けによる支出 △30,000

貸付金の回収による収入 50,000

その他 36,216

投資活動によるキャッシュ・フロー 83,419
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（単位：千円）

当第４四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,033,669

株式の発行による収入 750,000

社債の償還による支出 △252,000

新株予約権の発行による収入 1,563

配当金の支払額 △143

設備関係割賦債務の返済による支出 △894

財務活動によるキャッシュ・フロー △535,143

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,891

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △233,940

現金及び現金同等物の期首残高 416,286

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 182,345
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第４四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間まで連結の範囲に含めておりました株式会社エ

フプラスは、平成21年７月21日付けで所有する全株式を売却したため、第２

四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

　 (2）変更後の連結子会社の数

２社

２．会計処理基準に関する事項の変更 ○　工事契約に関する会計基準の適用

　受託開発に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用しており

ましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年

12月27日)および「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用

し、第１四半期連結会計期間に着手した受託開発から、第１四半期連結会計

期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受託開発につい

ては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の受託

開発については工事完成基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第４四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第４四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【追加情報】

当第４四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

役員退職慰労金制度の廃止

　当社は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として計上しておりまし

たが、平成21年８月28日開催の取締役会において、８月末日付けで役員退職慰労金を既発生分も含めて廃止することを決

議しました。

　これに伴い、役員退職慰労金制度を全額取り崩し、33,119千円の特別利益を計上しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第４四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 488,317千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 493,776千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

第４四半期連結累計期間

当第４四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

　

　 千円

役員報酬 68,427

給与諸手当 149,533

賞与引当金繰入額 314

退職給付費用 8,579

役員退職慰労引当金繰入額 1,760

支払手数料 68,396

減価償却費 20,159

アフターサービス費 58,126

業務委託費 144,587

　

※２　事務所移転費用の内訳は次のとおりであります。 　

　 千円

現状回復費用 21,737

固定資産除却損 27,627

その他 8,087

　

※３　製品自主回収関連費用

　平成18年10月に当社取引先より発売していた当社製

品のWS－005（nico）に付属していたＡＣアダプタの

不具合が発生したため、不具合品の回収や代替品の交

換等を行ったことによる諸費用であります。

　

　

第４四半期連結会計期間

当第４四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

　

　 千円

役員報酬 16,495

給与諸手当 29,983

退職給付費用 2,230

支払手数料 13,737

減価償却費 4,310

アフターサービス費 17,766

業務委託費 45,042
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第４四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

（平成22年３月31日現在） 　

現金及び預金 182,345千円

現金及び現金同等物 182,345千円

　

　

　

（株主資本等関係）

当第４四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第４四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第４四半期
連結会計期間末

　

普通株式（株） 36,582 　

　

２　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数
（株）

当第４四半期
連結会計期間末残高

（千円）

提出会社
ストック・オプションとしての

新株予約権
－ － 1,563

連結子会社 － － － －

合計 － 1,563

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、平成21年４月30日付けで第三者割当増資を行い、親会社である株式会社インデックス・ホールディン

グスから払込みを受けました。この結果、当第４四半期連結累計期間において資本金が375,000千円、資本準備

金が375,000千円増加し、当第４四半期連結累計期間末において資本金が974,675千円、資本剰余金が834,865千

円となっております。

　また、株式会社エフプラスを第２四半期連結会計期間より連結の範囲から除外したことにより、連結利益剰余

金が88,513千円減少しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第４四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　

モバイル＆
ワイヤレス
事業
（千円）

デジタル
ホーム
ネット
ワーク事業
（千円）

システム＆
サービス
事業
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に

対する売上高
714,09522,326 9,601 6,600752,622 － 752,622

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 714,09522,326 9,601 6,600752,622 － 752,622

営業利益（△損失） 68,416△2,174△7,980 6,600 64,862(51,418)13,444

（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

モバイル＆ワイヤレス事業 モバイルデータ通信カード、データ通信モジュール、モバイルルーター

デジタルホームネットワーク事業 ＰＬＣモデム（電力線モデム）、回線切替装置

システム＆サービス事業 保守サービス

その他 コンサルティング他

　

当第４四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

モバイル＆
ワイヤレス
事業
（千円）

デジタル
ホーム
ネット
ワーク事業
（千円）

システム＆
サービス
事業
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に

対する売上高
2,992,263126,502190,07913,2003,322,046 － 3,322,046

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 1,834 － 1,834(1,834) －

計 2,992,263126,502191,91413,2003,323,880(1,834)3,322,046

営業利益（△損失） 161,15111,23748,31313,200233,902(286,342)△52,440

（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

モバイル＆ワイヤレス事業 モバイルデータ通信カード、データ通信モジュール、モバイルルーター

デジタルホームネットワーク事業 ＰＬＣモデム（電力線モデム）、回線切替装置

システム＆サービス事業 システム開発及び保守サービス

その他 コンサルティング他
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【所在地別セグメント情報】

当第４四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）並びに当第４四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第４四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）並びに当第４四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

当第４四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）

　時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

株式 80,000 65,000 △15,000

　

（デリバティブ取引関係）

当第４四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）

　通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該取引の契

約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連 （千円）

種類 契約額等 時価 評価損益

為替予約取引 　 　 　

買建 229,900 185,836 △44,063

合計 229,900 185,836 △44,063

（注）　時価の算定方法

時価は取引先金融機関から当該取引について提示された価格等に基づいて算出しております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第４四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第４四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

41,533円24銭 50,090円67銭

　

２　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第４四半期連結累計期間

当第４四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額 △3,134円29銭 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第４四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） △109,988 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（千円） △109,988 　

普通株式の期中平均株式数（株） 35,092 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前連結会計年度末から重要な変

動がある場合の概要

　平成21年７月13日取締役

会決議に基づく新株予約権

（第７回）

　詳細については、「第４提

出会社の状況　１株式等の

状況　(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。
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第４四半期連結会計期間

当第４四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額 △393円90銭　 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第４四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） △14,409 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（千円） △14,409 　

普通株式の期中平均株式数（株） 36,582 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前連結会計年度末から重要な変

動がある場合の概要

　平成21年７月13日取締役

会決議に基づく新株予約権

（第７回）

　詳細については、「第４提

出会社の状況　１株式等の

状況　(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成22年５月13日

株式会社ネットインデックス

取 締 役 会　 御 中
　 清和監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 筧　　悦生　　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸谷　英之　　　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ネットインデックスの平成21年４月１日から平成22年７月31日までの連結会計年度の第４四半期

連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第４四半期連結累計期間（平成21年

４月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ネットインデックス及び連

結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第４四半期連結会計期間及び

第４四半期連結累計期間の経営成績並びに第４四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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